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は じ め に

障がいのある幼児児童生徒とその保護者、そして関係機関等を取り巻く環境は、共生社

会の形成に向けた国の動きが加速する中、大きく変化しています。

国は、平成２６年１月「障害者の権利に関する条約」に批准しましたが、この批准に向

けて、平成２３年の障害者基本法の一部改正をはじめ、障害者総合支援法や障害を理由と

する差別の解消の推進に関する法律の制定等、障がい者に関する法令や諸制度の整備が進

められてきました。

この間、中央教育審議会初等中等教育分科会は、特別支援教育の在り方等について議論

を進め、平成２４年７月に「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築の

ための特別支援教育の推進」を報告しました。

同報告を踏まえ、平成２５年９月に、障がいのある幼児児童生徒の就学先決定の仕組み

を改めた「学校教育法施行令の一部改正」が公布され、学校教育法施行令第２２条の３に

示された障がいの程度に該当する子供について、原則、特別支援学校に就学するという従

来の仕組みが改められました。この改正の趣旨は、市町村教育委員会が、本人・保護者へ

の十分な情報を提供しつつ、本人・保護者の意見を最大限尊重し、教育的ニーズと必要な

支援について合意形成を行うことを原則に、障がいの状態、本人の教育的ニーズ、本人・

保護者の意見、専門家の意見等を踏まえた総合的な観点から就学先を決定するというもの

であり、市町村教育委員会には、これまで以上に障がいのある子供本人とその保護者に対

して必要な相談や十分な情報提供ができる体制を整備することが求められます。

平成８年３月に発行した「就学指導の手引」は、平成１５年３月に改訂し、就学指導を

進めるための資料として広く活用されてまいりましたが、今般の学校教育法施行令の一部

改正を受け、「就学支援の手引」として発刊することといたしました。

障がいのある幼児児童生徒に対する就学支援を適正かつ円滑に行うため、市町村教育委

員会、学校等において御活用いただくようお願いいたします。
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